
第 3号 議 案

令和 3年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算

令和3年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算は、次に定める.と ころによる。

(歳入歳出予算)

第■条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ162「440千円とをめる。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事 中 村 法 道
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第 1表 歳入歳出予算

テ歳 入

蔵  出

款 頂 金 額

l繰 越 金

千円

18,989

1繰 越 金 18,989

2諸 収 入 143,451

l貸付金元利収入 143,451

歳 入 合 計 162,440

款 頂 金 額

1生活福祉費

千円

162,440

1母子父子寡婦福祉費 162,440

歳 出 合 計 162,440
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第 4号 議 案

令和 3年度長崎県農業改良資金特別会計予算

令和 3年度長崎県農業改良資金特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)                ~
第ユ条 歳入歳出予算の総額はF歳入歳出それぞれ78,981千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(歳―出予算の流用)

第 2条 地方自治法 (昭和22年法律第67号)第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

公債費に係る予算額に不足を生じた場合における同一款内での他の項からの流用

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事  中  村 法  道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

款 項 金 額

(農業改良資金貸付勘定)

千円

11,820

1繰 越 金 11,818

1繰 越 金 11,818

2諸 収 入 2

1雑   入 2

(農業改良資金業務働定)
3,943

1繰 入 金 3,940

1-般会計繰入金 3,940

2繰 越 金 1

l繰 越 金 1

3諸 収 入 2

1雑   入 2

(就農支援資金貸付働定)
62,529

1繰 越 金 42,658

1繰 越 金 42,658

2諸 収 入 19,871

1貸付金元利収入 19,871

(就農支援資金業務勘定)
689

l繰 入 金 669
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款 頂 金 額

l一般会計繰入金
千円

669

2繰 越 金 10

1繰 越 金 10

3諸 収 入 10

l雑   入 10

蔵 次 答 計
~

78, 981
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歳  出

款 頂 金 額

(農業改良資金貸付勘定)

千円

11,820

1農林水産業費 11,820

1農 業 費 11,820

(農業改良資金業務勘定)
3,943

1農林水産業費 3,943

1農 業 費 3,943

(就農支援資金貸付勘定)
62,529

1農林水産業費 62,529

1公 債 費 62,529

(就農支援資金業務勘定)
689

1農林水産業費 689

l農 業 費 689

歳 出 合 計 78,981
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第 5号 議 案

令和 31年度長崎県林業改善資金特別会計予算

令和3年度長崎県林業改善資金特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)    ~   ~
第4条 歳入歳出予算の総額氏 歳入歳出それぞれ鍋ギ43千円セ定めちL  ―

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当
―
該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事 中  村 法 道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

款 頂 金 額

(貸付勘定)

千円

20,000

1繰 越 金 19,300

1繰 越 金 19,300

2諸 収 入 700

1貸付金元利収入 700

(業務勘定)
748

1繰 入 金 745

ユー般会計繰入金 745

2繰 越 金 1

1繰 越 金 l

3諸 収 入 2

l県預金利子 1

2雑   入 1

歳 入 合 計 20,748
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歳 出

款 頂 金 額

(貸付勘定)

千円

20,000

20,0001農林水産業費

l林 業 費 20,000

(業務勘定) 748

7481農林水産業費

1林 業 費 748

戯 出 合 計 20,748
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第 6号 議 案

令和 3年度長崎県県営林特別会計予算

令和 3年度長崎県県営林特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ321,651千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(地方債)

第 2条 地方自治法 (昭和22年法律第67号)第230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第 2表地方債」による。

(歳出予算の流用)

第 3条 地方自治法第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

場合は、次のとおりと定める。

公債費に係る予算額に不足を生じた場合における同一款内での他の項からの流用

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事  中  村 法 道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

款 頂 金 額

千円

47,343

1国庫負担釜 20,094

l ttl庫支出金

2国庫補助金 27,249

130,096

1財産運用収入 21

2財産収入

2財産売払収入 130,075

136,081

1-般会計繰入金 109,692

3繰 入 金

2基金繰入金 26,389

84繰 越 金

1繰 越 金 8

235諸 収 入

1雑   入 23

8,1006県   債

l県   債 8,100

歳 入 合 計 321,651
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歳  出

款 項 金 額

1農林水産業費

千円

321,651

1林 業 費 156,357

2公 債 費 165,294

歳 出 合 計 321,651
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第 2表 地 方 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利  率 償 還 の 方 法

県 営 林 造 林 事 業 費 8

千円

100 普通貸借

(借入先)

(株)日本政策金

融公庫

(借入時期 )

令不日3年度。ただ

し、工事その他の

都合により、その

全部又は一部を翌

年度に繰延べ借入

れすることができ

る。

(株)日 本政

策金融公庫法

第12条第 2項

及び林業経営

基盤の強化等

の促進のため

の資金の融通

等に関する暫

定措置法第 5

条第 2項によ

り (株)日 本

政 策 金 融 公

庫の定めると

ころによる。

借入時期か ら40年

以内 (う ち据置期

間25年以内)に お

いて元利均等又は

元金均等などの償

還の方法による。

ただし、本県財政

の都合により、繰

上償還 をなし、又

は償還年限を短縮

し、若 しくは借換

えをすることがで

きる。

計 8,100
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第 7号 議 案

令和 3年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算

令和 3年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入裁出それぞれ166,082千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事  中  村 法 道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

款 項 金 額

(貸付勘定)

十円

163,000

1繰 入 金 50

l業務勘定繰入金 50

2繰 越 金 128,351

1繰 越 金 128,351

3諸 収 入 34,599

l貸付金元利収入 34,599

(業務勘定) 3,082

l繰 入 金 3,030

ユー般会計繰入金 3,030

2繰 越 金 1

1繰 越 金 l

3諸 収 入 51

1県預金利子 50

2雑   入 1

歳 入 合 計 166,082
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蔵 出

款 頂 金 額

(貸付勘定)

千円

163,000

1農林水産業費 163,000

1水産業費 163,000

(業務勘定)
3,082

l農林水産業費 3,082

l水産業費 3,082

歳 出 合 計 166,082
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第 3号 議 案

令和 3年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算

令和 3年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ275,198千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款頂の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(歳出予算の流用)

第 2条 地方自治法 (昭和22年法律第67号)第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。

公債費に係る予算額に不足を生じた場合における同一款内での他の項からの流用

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事 中 村 法 道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

歳 出

款 頂 金 須

1繰 入 金

千円

1,627

1-般会計繰入金 1,627

2繰 越 金 8,272

l繰 越 金 8,272

3諸 収 入 265 290

1貸付金元利収入 265,299

歳 入 合 計 275,198

款 頂 金 額

l商 工 費

十円

275,198

1商工業費 13,823

2公 債 費 261,375

歳 出 合 計 275,198
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第 9号 議 案

令和 3年度長崎県用地特別会計予算

令和 3年度長崎県用地特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,560,467千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(地方債)

第 2条 地方自治法 (昭和22年法律第67号)第 230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第 2表地方債」による。

(歳出予算の流用)

第 3条 地方自治法第220条第 2頂ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

場合は、次のとおりと定める。

公債費に係る予算額に不足を生じた場合における同一款内での他の項からの流用

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事  中  村 法  道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

歳 出

款 項 金 額

1県   債

千円

198,400

1県   債 198,400

2財産収入 1,362,000

1財産売払収入 1,362,000

3繰 越 金 67

l繰 越 金 67

歳 入 合 計 1,560,467

款 頂 金 額

1用 地 費

千円

1,560,467

1用 地 費 1,560,467

歳 出 合 計 1,560,467
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第 2表 地 方 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

用 地 先 行 取 得 費 198
千円

400 債券発行又は普通

貸借

(借入先)

財務省、地方公共

団体金融機構、銀

行その他

(借入時期)

令和 3年度。ただ

し、工事その他の

都合により、その

全部又は一部を翌

年度に繰延べ借入

れすることができ

る。

年利5.0%以内

(た だし、利率

見直し方式で

借 り入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率)

借入時期から30年

以内(う ち据置期

間 5年以内)に お

いて元利均等又は

元金均等などの償

還の方法による。

ただし、本県財政

の都合により、繰

上償還をなし、又

は償還年限を短縮

し、若しくは借換

えをすることがで

きる。

計 198 400
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第 10号 議 案

令和 3年度長崎県庁用管理特別会計予算

令和 3年度長崎県庁用管理特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ237,577千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(債務負担行か

第2条 地方自治法 (昭1和22年1法律第67号)第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第 2表債務負担行為」による。

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事  中  村 法 道
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第 1表 歳入歳出予算
歳 入

歳  出

款 頂 金 額

l諸 収 入
千円

237,577

1雑   入 237,577

歳 入 合 計 237,577

款 項 金 額

1庁用管理費
千円

237,577

1庁用管理費 88,152

2文書管理費 149,425

歳 出 合 計 237,577
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第2表 債務負担行為

事 項 翔 間― 限   度    額

文書集中収受発送費 令和 4年度

千円

25,1938

県公報発行事務費 令和 4年度 8)600

ι

57



第 11号 議 案

令和 3年度長崎県長崎魚市場特別会計予算

令和 3年度長崎県長崎魚市場特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入寂出それぞれ224,692千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(債務負担行為)

第 2条 地方自治法 (昭和22年法律第67号)第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第 2表債務負担行為」による。

(歳出予算の流用)

第 3条 地方自治法第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各頂の経費の金額を流用することができる

場合は、次のとおりと定める。

公債費に係る予算額に不足を生じた場合における同一款内での他の頂からの流用

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事  中  村 法  道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

歳  出

款 項 金 額

1使用料及び手数料

千円

163,209

1使 用 料 163,209

2繰 入 金 61 480

1-般会計繰入金 61,480

3繰 越 金 1

1繰 越 金 1

4諸 収 入 2

1雑   入 2

歳 入 合 計 224,692

款 項 金 額

1農林水産業費

千円

224,692

l水産業費 222,536

2公 債 費 2,156

出 計歳 合 224,692
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第 2表 債務負担行為

事 頃 期 間 限 度 額

水産行政県有施設等管理業務 令和 4年度
千円

119,000
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第 12号 議 案

令和 3年度長崎県港湾施設整備特別会計予算

令和 3年度長崎県港湾施設整備特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ8,516,306千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算Jに よる。

(債務負担行為)

第 2条 地方自治法 (昭和22年法律第67号)第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第 2表債務負担行為」による。

(地方債)

第 3条 地方自治法第230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額Ⅲ起債の方法、

利率及び償還の方法は、「第 3表地方債」による。

鯨 !出予算の流用)

第 4条 地方自治法第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

場合は、次のとおりと定める。

公債費に係る予算額に不足を生じた場合における同一款内での他の項からの流用

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事 中 村 法 道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

款 項 金 額

(港湾施設整備事業勘定)

千円

5,139,115

l使用料及び手数料 702,895

1使 用 料 702,895

2財産収入 50,461

1財産運用収入 8,461

2財産売払収入 42,000

3繰 入 金 513,071

1-般会計繰入金 513,071

4繰 越 金
1

1繰 越 金 1

5諸 収 入 92,187

1雑   入 92,187

6県   債 3,780,500

1県   債 3,780,500

(港湾整備事業勘定) 3,377,191

1使用料及び手数料 11,061

1使 用 料 11,061

2財産収入 450,191

1財産運用収入 72,955
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款 項 金 額

2財産売払収入

千円

377,236

3繰 入 金 591,954

l基金繰入金 591,954

4諸 収 入 2,323,985

1雑   入 2,323,985

歳 入 合 計 8,516,306

歳  出

款 項 金 額

(港湾施設整備事業勘定 )

千円

5,139,115

1土 木 費 5,139,115

l港 湾 費 3,668,468

2公 債 費 1,470,647

(港湾整備事業勘定)
3,377,191

1土 木 費 3,377,191

1財産管理費 3,377,191

歳 出 合 計 8,516,306
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第 2表 債務負―担行為

事 項 期| 間 限 度 額

土木行政県有施設等管理業務 令和 4年度
十円

84,534-

土木行政機器等保守業務 令和 4年度 ユ,860

港湾機能施設整備費 令和 4年度から

令和 6年度まで
1,800,Ooo
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第 3表 地 方 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

港 湾 施 設 整 備 費

千円

3,780,500 債券発行又は普通

貸借

(借入先 )

財務省、地方公共

団体金融機構、銀

行その他

(借入時期 )

令和 3年度。ただ

し、工事その他の

都合により、その

全部又は一部を翌

年度に繰延べ借入

れすることができ

る。

年利5.0%以内

(た だし、利率

見直し方式で

借 り入れる資

金について、

利率の見直し

を行つた後に

おいては、当

該見直し後の

利率)

借入時期から30年

以内 (う ち据置期

間 5年以内)にお

いて元利均等又は

元金均等などの償

還の方法による。

ただし、本県財政

の都合により、繰

上償還をなし、又

は償還年限を短縮

し、若しくは借換

えをすることがで

きる。

計 3 780 500
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第 13号 議 案

令和 3年度長崎県公債管理特別会計予算

令和 3年度長崎県公債管理特別会計予算は、次に定めるところによる。
~―

鯨 入歳出予算)~~~ ~ ~ ~   ~~
第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ30テ 613,245千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び普該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出―予算」による。

(地方債)

第 2条 地方自治法 (昭不日22年法律第67号)第230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第 2表地方債」による。

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事  中  村 法 道
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第 1表 歳入歳出予算

歳 入

歳  出

款 頂 金 額

1財産収入

千円

100,000

1財産運用収入 100,000

2繰 入 金 9,028,245

1-般会計繰入金 5,598,245

2基金繰入金 3,430,000

3県   債 21,485,000

1県   債 21,485,000

歳 入 合 計 30,613,245

款 項 金 額

1公 債 費

千円

30,613,245

1公 債 費 30,613,245

歳 出 合 計 30,613,245
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第 2表 地 方 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

借 換 債

千円

21,485,000 債券発行又は普通

貸借

(借入先)

銀行、その他

(借入時期)

令和 3年度

年‐不可510%以内

(た だし、利率

見直し方式で

借り入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率)

借入時期から30年

以 内において元

利均等、元企均等 ―

又は満期一括など

の償還の方法によ

る。ただし、本県

財政 の都合 に よ

り、繰上償還をな

し、又は償還年限

を短縮し、若しく

は借換えをするこ

とができる。

計 21,485,000
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第 14号 議 案

令和 3年度長崎県国民健康保[父特別会計予算

令和 3年度長崎県国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ156,300,754千 円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(債務負担行為)

第 2条 地方自治法 (昭和22年法律第67号)第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第 2表債務負担行為」による。

令 和 3年 2月 24日 提 出

長 崎 県 知 事  中  村 法 道
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第 1表 蔵入歳出予算

歳 入

歌 項 金 額

1分担金及び負担金
千円

42,354,181

1負
~担

金 42,354,181

2国庫支出金 44,516,042

1国庫負担金 27,751,039

2国庫補防金 16,765,003

3財産収入 785

1財産運用収入 785

4繰 入 金 8,897,201

1-般会計繰入金 8,837,201

2基金繰入金 60,000

5繰 越 金 1,900,000

1繰 越 金 1,900,000

6諸 収 入 58,632,545

1雑   入 58,624,545

2貸付金元利収入 8,000

歳 入 合 計 156,300,754
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歳 出

款 頂 金 額

l生活福祉費

千円

156Ⅲ 300,754

l社会福祉費 156,300,754

歳 出 合 計 156,300,754
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第 2表 債務負担行為―

事 頂 期 間 限 度 額

総務管理費
―

令和 4年度
千円

2,100

保健事業費 令和 4年度から

令和 5年度まで
22,600
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